
ダイバーシティの推進
竹田ｉＰグループでは、性別･年齢･国籍・障がいの有無などを問わず、多様な価値観や個性を持った人材が持てる能力を最大
限に発揮して活躍できる環境づくりのため、ダイバーシティを積極的に推進しています。

多様な人材の活用� 4.4 5.1 5.5 8.5 10.3 16.b

女性の活躍推進
当社グループでは、女性社員が持てる能力を最大限に発揮し活躍できるよう、職域拡大や管理職養成セミ

ナーへの参加促進など、女性管理職の増加をめざす取り組みを実施しています。2023年度は、竹田東京プロ
セスサービスの女性社員も外部の「女性管理職養成セミナー」を受講しました。

竹田印刷では、他社と「女性の働き方に関する交流会」を実施するなど、女性がライフイベントと仕事を両立
しながら働くことができる職場づくりの推進に取り組んでいます。

また竹田印刷では、2023年度の女性管理職比率が12.8%となっており、女性活躍推進の優良企業の証で
ある「えるぼし」最高位の3つ星認証を取得しています。

障がい者雇用の促進
当社グループでは、障がい者雇用を社会的責任と捉え、法

定雇用率の達成をめざし、障がい者雇用に取り組んでいま
す。同時に、障がいのある方々が多様な個性や能力を活かし
て活躍できるよう、職場での定着支援にも力を入れています。

物流事業を展開している竹田印刷では、物流センターの
BPO業務の一部を就労継続支援A型事業所へ委託し、障が
い者の就労を支援するとともに、業務効率、生産性向上に役
立てています。

また竹田印刷では、2023年10月より障がい者アーティス
トでありフォントデザイナー 伊山英吾さんの雇用を開始し、
障がいのある方の芸術・文化活動の応援を通じて、“障がい
のある方が経済的対価を得られる仕組みづくり”に貢献して
います。

伊山さんの作品

LGBTQ理解促進の取り組み
竹田印刷では、性的指向や性自認にかかわらず、誰もが自

分らしく働くことができる職場環境の実現をめざし、LGBTQ
に関する基礎知識を学ぶ社員教育等を行っています。

シニア社員の活躍促進
当社グループでは、長年の経験やこれまで培われた技術や

能力を次世代へ継承するため、定年退職者の再雇用制度を
整えて活用しています。６０歳以降も安心感と高い意欲を持
ち働き続けられるよう、年齢に関わらず活躍していただける
環境を今後も提供してまいります。

中途採用の強化
当社グループでは、多様な経験や視点を持つ人材を採用

し、様々な価値観の人材が加わることで組織の活性化を図る
ため、中途採用を強化しています。

外国籍社員の雇用
海外事業展開に即した関連諸国の人材を採用し、将来の幹

部候補として育成を進めています。

Topic　「多様な人材が活躍できる職場風土の醸成」

光風企画�～従業員ES調査の実施～
光風企画では「従業員の満足度向上が顧客満足度の向上に比例する」との考えのもと毎年ES（満足度）調査を行い、誰もが
働きやすい職場環境をめざしています。調査結果から複数の課題を抽出し、各部門の管理職が主導して毎年様々な対策を講
じています。
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人権・人材の取り組み

人権への取り組み�
竹田ｉＰグループでは、持続可能な社会に貢献すべく、
企業理念「溢れるほどの情熱（passion）をもって、革新
（innovation）しつづける」を実現するために、すべての社員
がとるべき行動を示した「竹田ｉＰグループ行動規範」を定め
ています。この「竹田ｉＰグループ行動規範」において「人権
尊重」の考えを明記するとともに、「竹田ｉＰグループ人権方
針」をここに定め、人権尊重の取り組みを推進していきます。
本方針は、社内外のステークホルダーの人権尊重に向けた
取り組みを表現し、グループ行動規範およびグループサステナ
ビリティ方針に基づく責任を示すものであり、サプライヤーや
業務委託先とも連携・共存共栄を進めながら人権尊重の責任
を果たしてまいります。

人材への取り組み� 4.4 4.7 8.5 8.8 10.2

竹田ｉＰグループが、事業活動を通じて社会に貢献しながら、企業価値を高め持続的に成長を続けていくためには、それを支え
る「人材」の力が必要不可欠です。当社グループは、人材への投資を重要な経営戦略の一つとして位置づけ、人材の能力開発と自
立的成長・挑戦を支援するとともに、多様な人材一人ひとりがお互いの価値観や多様性を尊重しながら、健康で働きがいを持って
働くことができる職場づくりを推進し、当社グループの企業価値の向上をめざします。

竹田ｉＰグループ人的資本に関する方針

１.�多様な人材の活躍促進
性別・年齢・国籍・障がいの有無・性差などを問わず、社員一人ひとりの多様性を認め合い、お互いの価値観や発想を
活かすことで新しい価値の創造をめざします。

２.�働き方改革

多様な社員が安心して働きつづけられるよう、仕事と生活の両立を支援する制度の拡充と制度を利用しやすい職場環境
づくりを行います。
実労働時間の削減とスマートワーク（生産性を高め場所や時間に縛られない柔軟な働き方）を推進し、生活の質向上と
生産性向上の両立をめざします。

３.�健康で安心な職場環境の整備
社員の安全と健康に配慮し、労働災害の予防や、健康管理メンタルヘルス対策など、社員の心身の健康保持・増進に取
り組みます。

４.�人材育成
社員一人ひとりの能力を活かすための「適材適所の人材配置」と「能力開発の場を提供」するとともに、個々人の役割・
能力・成果に応じた公正な評価と処遇を行う事で、社員の自己実現・自立的な成長を支援します。

指標ならびに目標値
竹田ｉＰグループでは人的資本に関する以下の目標を定めており、このうち３項目は前倒しで目標達成しています。

項目 目標値［グループ全体※］ 実績値（2022年度） 実績値（2023年度）

管理職に占める女性従業員の割合 2025年度末までに10％以上にする 7.9％ 8.1％

男性従業員の育児休業・育児目的休暇の取得率 2025年度末までに70％以上にする 33.3％ 100％

月ごとの平均残業時間 2025年度末までに17時間以下にする 19.6時間 15.7時間

年次有給休暇の取得率 2025年度末までに75％以上にする 69.7％ 76.0％

※国内主要会社５社の集計値：竹田ｉＰホールディングス、竹田印刷、光文堂、竹田東京プロセスサービス、プロセス・ラボ・ミクロン

竹田ｉＰグループ人権方針（項目のみ抜粋）

１．人権に関する基本的な考え方 ６．教育

２．適用範囲 ７．ステークホルダーとの対話・協議

３．適用法令の遵守 ８．推進体制

４．人権デュー・デリジェンス ９．情報開示

５．救済

詳しくは当社ホームページをご覧ください。
https://www.takedaip-hd.co.jp/sustainability/human_rights_policy/
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